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廃止措置の終了の確認申請書

令和

　

５年

　

５月 １０日

原子力規制委員会

　

殿

東京都千代田区丸の内二丁目７番３号

三菱電機株式会社
執行役社長 漆間

　

啓

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１
６６号） 第５７条の５第３項において準用する同法第１２条の６第８項の規定

により次のとおり廃止措置の終了の確認を申請します。

氏名又は事業所の名称及び

住所並びに法人にあっては、
その代表者の氏名

三菱電機株式会社

東京都千代田区丸の内二丁目７番３号

執行役社長 漆間

　

啓

工場又は事業所の名称及び

所在地
三菱電機株式会社

　

神戸製作所

兵庫県神戸市兵庫区和田岬一丁目１番２号

使用施設等の解体の実施

状況
別紙のとおり

核燃料物質の議渡しの実施

状況
別紙のとおり

核燃料物質による汚染の

除去の実施状況
別紙のとおり

核燃料物質等の廃棄の実施

状況
別紙のとおり



 

三菱電機株式会社神戸製作所 貯蔵施設及び個体廃棄施設における 

核燃料物質の使用に係る廃止措置の終了確認申請書 

 

１．使用施設等の解体の実施状況 

三菱電機株式会社神戸製作所における廃止措置対象施設

（※）

では、核燃料

物質の譲受、使用、貯蔵の実績及び放射性廃棄物が発生した実績はなく核燃

料物質又は核燃料物質によって汚染された物（以下「核燃料物質等」とい

う。）による汚染はなく、廃止措置終了確認後、一般施設として再利用するた

め、解体の対象となる施設はない。 

管理区域及び周辺監視区域の解除として、標識、柵等の撤去を実施した。 

撤去した標識、柵の位置を添付書類１の 514 工場、614 工場の敷地内配置

図に示す。 

※廃止措置対象施設は、平成 16 年 10 月 1 日付 16 諸文科科第 1454 号により「核原料物質、核燃料物質及び原子

炉の規制に関する法律」(以下「炉規法」という。) 第 52 条第 1 項の使用の許可を受け、その後、最新の変更の

許可としては、平成 25 年 7 月 16 日付原規研発第 1307162 号により使用の変更の許可を受けて現在に至っている

次の施設である。 

•514 工場(炉規法施行令第 41 条に規定する核燃料物質使用施設) 挿入試験用設備(514 工場における使用設備)  

•614 工場(炉規法施行令第 41 条に規定する核燃料物質貯蔵施設、固体廃棄施設) 

耐火金庫(614 工場における貯蔵設備) 

廃棄物保管容器(614 工場における固体廃棄施設の設備) 

 

 

２．核燃料物質の譲渡しの実施状況 

１項使用施設等の解体の実施状況に記載のとおり、核燃料物質の譲受、使

用、貯蔵の実績はなく、添付書類２のとおり核燃料物質の譲渡しはない。 

 

３．核燃料物質による汚染の除去の実施状況 

１項使用施設等の解体の実施状況に記載のとおり、核燃料物質の譲受、使

用、貯蔵の実績及び放射性廃棄物が発生した実績はなく、令和５年１月２０

日に汚染サーベイを実施し、添付書類３のとおり測定結果は検出下限以下で

あり、当該施設における核燃料物質による汚染がないことを確認した。 

 

 

４．核燃料物質等の廃棄の実施状況 

１項使用施設等の解体の実施状況に記載のとおり、核燃料物質の譲受、使

別紙 



用、貯蔵の実績はなく、核燃料物質等の廃棄はないことを添付書類２に示

す。 

 

５．放射線管理記録の引渡し 

廃止措置期間中の核燃料物質等の移設に伴う放射線業務はないため、放射

線業務従事者の放射線管理記録の引き渡しは行っていない。 

 

 

 

 

  



 

【添付書類】 

１ 廃止措置対象施設の敷地に係る図面及び廃止措置に係る工事作業区域図 

２ 核燃料物質収支報告書と核燃料物質実在庫量明細報告書 

３ 核燃料物質による汚染検査及び線量当量率測定 

４ 校正証明書 

（放射線測定器点検校正報告書） 

表面密度測定：GM サーベイメータ 

TGS-136 (社内管理用登録番号 24210059) 

 

  



添付書類１ 

廃止措置対象施設の敷地に係る図面及び廃止措置に係る工事作業区域図 

 

（１）廃止措置対象施設の敷地に係る図面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 神戸製作所 建屋配置図 



（２）廃止措置に係る工事作業区域図 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 使用施設 514 工場 1FL 平面図 

図 3 使用施設 514 工場 1FL+11m 平面図 

※試験設備がある 1F+11mのフロアには、1FLから出入りするための直接の出入口がなく、標識を設けていない。 

：「管理区域」標識 

：「周辺監視区域」標識 

  ：柵設置 

  柵がない個所については、仕切り（壁）あり 

撤去 



 

 

 

 

  

挿入試験用配管 

 

 

図 4 使用施設 514 工場 立面図 

図 5 核燃料物質貯蔵施設、固体廃棄施設 614 工場 3F 平面図 

太枠はロープによる区画を示す 

：「管理区域」標識 

：「周辺監視区域」標識 

検出器は、管理区域内の挿入試験用配管内を移動する。 

：「管理区域（貯蔵施設）」「管理区域（廃棄施設）」標識 

：「周辺監視区域」標識 

  ：柵設置 

  柵がない個所については、仕切り（壁）あり 

撤去 



添付書類２ 核燃料物質収支報告書と核燃料物質実在庫量明細報告書 

 

 



 



 



 



 



 



 

  



添付書類３ 核燃料物質による汚染の除去の記録 

 

当該施設は、平成１６年に使用の許可取得以降、核燃料物質の譲受、使

用、貯蔵の実績及び放射性廃棄物の発生の実績はなく、空間線量、表面密

度測定の結果から、施設内に汚染はない。核燃料物質の譲受、使用、貯蔵

の実績及び放射性廃棄物の発生の実績はないため、廃止措置対象施設の汚

染検査は、施設内部の管理区域境界及び周辺監視区域境界を測定箇所とし

て調査した。また、廃止措置対象施設における設備の汚染検査は、核燃料

物質を使用した実績は無いものの、使用目的に基づき核燃料物質を使用し

た場合において、核燃料物質が付着する可能性のあった箇所を、測定箇所

として調査した。 

 

汚染の分布の調査 

１．使用施設、設備について、下記の条件で汚染の有無を確認した。 

（１）実施日：令和５年１月２０日 

（２）測定者   原子力部品質管理課          西宮 輝 

   記録承認者 原子力部品質管理課（放射線取扱主任者）潮見 大志 

（３）使用測定器 

  GMサーベイメータ  TGS-136（社内管理用登録番号24210059） 

（４）測定箇所 

空間線量測定 

５１４工場（測定箇所：８ヶ所）（A-1～A-4、B-1～B-4） 

６１４工場（測定箇所：２ヶ所） （C-1～C-2） 

表面密度測定 

５１４工場、挿入試験用設備：（測定箇所：２ヶ所） （D-1～D-2） 

耐火金庫（測定箇所：２ヶ所） （E-1～E-2） 

廃棄物保管容器（測定箇所：１ヶ所） （F-1） 

  測定箇所を図1～2に示す。 

２．測定結果 

   測定結果を表 1,2 に示す。 

   いずれの測定個所も検出限界計数率以下であった。 

   

検出限界計数率
(cpm)

BG係数率
(cpm)

時定数（試料）
(min)

時定数（BG）
(min)

72.46 61 0.167 0.167
表1 検出限界計数率

 



A-1 A-2 A-3 A-4 B-1 B-2 B-3 B-4 D-1 D-2 C-1 C-2 E-1 E-2 F-1
測定値(cpm) 61 62 61 62 62 63 61 62 63 63 63 63 62 62 63

表2 試料測定値

測定箇所 614工場514工場

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 514工場 

＜514 工場 平面図 1FL＞ 

＜514 工場 平面図 1FL＋11m＞ ＜514 工場 立面図＞ 

＜A-1＞ 

＜A-2＞ 

＜A-3＞ 

＜B-1＞ 

＜A-4＞ 

＜B-2＞ 

＜B-3＞ 

＜C-1＞ 

＜B-4＞ 

＜E-1＞保管庫表面 
＜E-2＞保管庫内部 
＜F-1＞廃棄物保管容器 

 
＜C-2＞ 

＜D-2＞ 

＜D-1＞ 



添付書類４ 校正証明書 
（放射線測定器点検校正報告書） 
表面密度測定：GMサーベイメータ 
TGS-136 (社内管理用登録番号 24210059) 

 

  



 

  



 

  



 

  



 

  



 

  



 

  



 

  



 

  



 

 


